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第１章 ASEAN の地域統合 

―ASEAN 経済共同体（AEC）への展開を中心に― 

 

清水 一史 

 

はじめに 

ASEAN（東南アジア諸国連合）は従来東アジアで唯一の地域協力機構であり、1967 年

の設立以来、政治協力や経済協力など各種の協力を推進してきた。加盟国も設立当初のイ

ンドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイの 5 カ国から、1984 年にブル

ネイ、1995 年にはベトナム、1997 年にラオス、ミャンマー、1999 年にカンボジアが加盟

し 10 カ国へと拡大し、東南アジア全域を領域とすることとなった。域内経済協力も 1976

年から開始し、1992 年からは ASEAN 自由貿易地域（AFTA）を目指し、2010 年 1 月 1 日

には原加盟 6 カ国により関税がほぼ撤廃された。現在は 2015 年を目標に ASEAN 経済共同

体（AEC）を中心として ASEAN 共同体（AC）の実現を目指している。 

ASEAN 諸国は急速に発展中であり、中間層の拡大とともに巨大な市場になっていくこ

とが期待される。ASEAN が 10 カ国によって AEC を確立すると、中国やインドにも対抗

する規模の経済になる可能性がある。更に、ASEAN を核として東アジア大の地域経済協

力が構築されつつある。東アジアにおける FTA（自由貿易協定）も ASEAN を軸に構築さ

れている。 

そして世界金融危機後の変化の下で、世界経済における ASEAN 経済の重要性がより大

きくなってきている。同時に ASEAN 地域統合の重要性も、より大きくなってきている。 

日本にとっても ASEAN との関係は、更に重要になってくるであろう。日本と ASEAN の

交流は、1973 年に設立された日・ASEAN 合成ゴムフォーラムに始まり、今年 2013 年は、

日本と ASEAN の交流開始から 40 周年の記念の年である。ASEAN 地域は、これまで日系

企業が生産ネットワークを構築し重要な生産基地・市場になってきている地域でもある。

これまで構築してきた生産ネットワークを維持拡大し、ASEAN 地域とともに繁栄するこ

とも、日本と日系企業にとって重要な課題である。 

本稿では、ASEAN の地域統合について、AEC へ向けての展開を中心に、これまでの

ASEAN の経験を振り返りながら分析していきたい。また最後に、それらの分析を踏まえ

て、今後の ASEAN と日本の関係についても若干述べることとしたい。 
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１．ASEAN域内経済協力の展開 

（１）域内経済協力の開始と転換 

ASEAN は、1967 年 8 月 8 日の「ASEAN 設立宣言（バンコク宣言）」をもとに、インド

ネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイの 5 カ国によって設立された。当

初の政治協力に加え、1976 年の第 1 回首脳会議とそこで出された「ASEAN 協和宣言」よ

り域内経済協力を開始した。1976 年からの域内経済協力は、国連に与えられた提言

（『ASEAN 加盟国における経済協力』）を基に、外資に対する制限の上に企図された「集

団的輸入代替重化学工業化戦略」によるものであった。しかしながら、各国間利害対立が

あり、政策の実践から見ても挫折に終わり、域内市場の相互依存性の創出という視点から

見ても挫折に終わった1。 

だが、1987 年第 3 回首脳会議を転換点として、従来の集団的輸入代替重化学工業化戦略

は、1985 年 9 月のプラザ合意を契機とする世界経済の構造変化を基に、新たな域内経済協

力「集団的外資依存輸出指向型工業化戦略」へと転換した。ASEAN 域内経済協力の基盤

が、世界経済の構造変化を基に変化したからであった。プラザ合意以降、円高・ドル安を

背景にアジア NIES そして ASEAN への日本からの直接投資の急増という形で多国籍企業

の国際分業が急速に進行した。同時に ASEAN 各国は、構造変化に合わせて新たな発展・

成長戦略、外資依存かつ輸出指向の発展成長戦略に転換し、外資政策もそれまでの直接投

資規制的な外資政策を、直接投資を優遇する外資政策に逆転させた。ASEAN 域内経済協

力の新たな域内経済協力―「集団的外資依存輸出指向型工業化戦略」は、1980 年代後半か

らはじまった外資依存かつ輸出指向型の工業化を、ASEAN が集団的に支援達成するとい

うものであった。この戦略のもとでの協力を体現したのは、三菱自動車工業が ASEAN に

提案して採用されたブランド別自動車部品相互補完流通計画（BBC スキーム）であった。 

 

（２）1990年代の構造変化と AFTA・AICO 

更に、1991 年から生じた ASEAN を取り巻く政治経済構造の歴史的諸変化、すなわちア

ジア冷戦構造の変化、中国の改革・開放に基づく急速な成長と中国における対内直接投資

の急増、アジア太平洋経済協力（APEC）の制度化等から、集団的外資依存輸出指向型工

業化戦略の延長上での域内経済協力の深化と拡大が進められることとなった。諸変化の中

では、特に冷戦構造の変化が大きな影響を与えた。これらの変化を受け、1992 年第 4 回首

脳会議からは AFTA が推進されてきた。また 1996 年から BBC スキームの発展形態である

ASEAN 産業協力（AICO）スキームが推進されてきた。そして冷戦構造の変化を契機に、
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ASEAN はインドシナ諸国へ拡大し、1995 年には ASEAN 諸国と長年敵対関係にあったベ

トナムがインドシナ諸国で初めて ASEAN 加盟した。1997 年にはラオス、ミャンマーが加

盟、1999 年にはカンボジアも加盟し、ASEAN は東南アジア全域を領域とすることとなっ

た。 

 

（３）アジア経済危機後の構造変化と域内経済協力の深化 

しかしながら 1997 年のタイのバーツ危機に始まったアジア通貨・経済危機は、ASEAN

各国に多大な被害を与え、波及した東アジア各国にも甚大な影響を与えた。そして 1997

年のアジア通貨・経済危機を契機として、ASEAN 域内経済協力は、更に新たな段階に入っ

た。ASEAN を取り巻く世界経済・東アジア経済の構造が、大きく変化してきたからであっ

た。すなわち第 1 に中国の急成長と影響力の拡大である。中国は 1997 年以降も一貫して 7

パーセント以上の高成長を維持し、この成長の要因である貿易と対内投資が急拡大した。

特に直接投資の受け入れ先としての中国の台頭は、ASEAN並びに ASEAN 各国にとって大

きな圧力となった。第 2 に、世界貿易機関（WTO）による世界大での貿易自由化の停滞と

FTA の興隆である。第 3 に中国を含めた形での東アジアの相互依存性の増大と東アジア大

の経済協力基盤の形成・東アジア大の地域協力の形成である。ASEAN にとっては、アジ

ア経済危機以降の構造変化のもとで、更に大きな協力の深化が目標とされた。 

 

２．ASEAN経済共同体（AEC）へ向けての展開 

（１）「第 2 ASEAN協和宣言」と ASEAN経済共同体（AEC） 

ASEAN 域内経済協力は、2003 年 10 月に開かれた第 9 回 ASEAN 首脳会議の「第 2ASEAN

協和宣言」を大きな転換点として、単一市場あるいは共同市場を目標とする新たな段階に

入った2。「第 2ASEAN 協和宣言」は、ASEAN安全保障共同体（ASC、後に ASEAN 政治安

全保障共同体：APSC）、AEC、ASEAN社会文化共同体（ASCC）から成る ASEAN 共同体

（AC）の実現を打ち出した3。AEC は ASEAN 共同体を構成する 3 つの共同体の中心であ

り、「第 2ASEAN 協和宣言」において、ASEAN 共同体を構成する柱として宣言された。2020

年までに、財･サービス・投資・熟練労働力の自由な移動に特徴付けられる、単一市場・生

産基地を構築する構想である。尚、2020 年までの期限は、2007 年 1 月の第 12 回首脳会議

において、5 年前倒しして 2015 年と宣言された。 

ところで AEC においても依然直接投資の呼び込みは非常に重要な要因であった。セベ

リーノ元 ASEAN 事務総長が述べているように、2002 年 11 月 4 日のプノンペンにおける

ASEAN 首脳会議において、シンガポールのゴー･チョクトン首相は AEC を提案したが、
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それは ASEAN 首脳達の ASEAN による直接投資を呼び込む能力への危惧によるもので

あった4。ASEAN 各国にとって依然として直接投資と輸出は発展のための切り札であった。

しかし中国やインドのような強力な競争者が台頭し、そのような環境のもとでより直接投

資を呼び込むために、各国首脳達は ASEAN としての協力･統合を求めたのであった。そし

て協力・統合の深化が目標とされるとともに、域内経済格差の是正も重要な目標とされる

ようになってきた。 

 

（２）ASEAN憲章の制定と ASEANブループリント 

2007 年 1 月の第 12 回 ASEAN 首脳会議では、ASEAN 共同体創設を 5 年前倒しして 2015

年とすることを宣言した。2007 年 11 月の第 13 回首脳会議では、第 1 に、全加盟国によっ

て「ASEAN憲章」が署名され、第 2 に、AEC の 2015 年までのロードマップである「AEC

ブループリント」が発出された。 

ASEAN では、共同体への歩みとともに憲章の制定が進められてきた5。共同体へ向けて

ASEAN 協力の深化のために、目標の明確化と制度整備がより必要になってきたからであ

る。ASEAN の設立の根拠はこれまで 1967 年の「バンコク宣言」にのみ拠っていたが、憲

章の発効により、ASEAN の設立基盤が法に発展し設立基盤が強化された。ASEAN憲章は

ASEAN の目標、基本原則、ルールを明確化・成文化し、これまでの制度を整理し更に新

たな制度を構築している。ただし意思決定におけるコンセンサス方式等のこれまでの主要

な原則は維持されている。ASEAN憲章は翌年 12 月には発効された。東アジアの地域協力

において初の憲章でもあった。 

「AEC ブループリント」は、3 つの共同体の中で最初のブループリントであり、AEC に

関するそれぞれの分野毎の目標とスケジュールを定めた。「AEC ブループリント」は 2015

年までの ASEAN 経済共同体実現のための具体的な行動計画であり、4 つの特徴（戦略目

標）と 17 のコアエレメント（分野）が提示され、コアエレメント毎に具体目標と措置（行

動）と戦略的スケジュールを示した。4 つの特徴（戦略目標）とは、A.単一の市場と生産

基地、B.競争力のある経済地域、C.公平な経済発展、D.グローバル経済への統合である。

「A.単一市場と生産基地」は、①財の自由な移動、②サービスの自由な移動、③投資の自

由な移動、④資本の自由な移動、⑤熟練労働者の自由な移動を述べている6。 

更に、現在、ブループリントを確実に実施させるために、スコアカード、事務局による

モニタリングを実施している。スコアカードは各国毎のブループリントの実施状況の点検

評価リストである。こうして 2015 年までの ASEAN 経済共同体実現に向けて着実に行動が

取られている。 
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2008 年からは、ブループリントを確実に実施させるために、スコアカードと事務局によ

るモニタリングを実施している。スコアカードは各国ごとのブループリントの実施状況の

点検評価リストである。また AFTA-CEPT 協定を大きく改定した ASEAN 物品貿易協定

（ATIGA）も 2010 年 5 月に発効された。 

 

（３）「ASEAN連結性マスタープラン」 

2010 年 10 月の第 17 回 ASEAN 首脳会議では、AEC の確立と域内格差の是正を後押しす

るために「ASEAN 連結性マスタープラン」（“Master Plan on ASEAN Connectivity”）7が出さ

れた。「ASEAN 連結性マスタープラン」は、2015 年の AEC 確立を確実にする意図を有す

る。ASEAN 域内で貿易手続きを一つの窓口に集約化する ASEAN シングル・ウインドウ

（ASW）の遅れや、非関税措置（NTBs）除去の遅れなど、AEC の実現へ向けての実行の

遅れも、プラン策定の要因であった。 

ASEAN の連結性については、①物的連結性、②制度的連結性、③人的連結性の 3 つの

面で連結性を高めることが述べられた。①物的連結性に関しては、道路、鉄道、海路・港

湾、デジタルインフラ、エネルギーインフラ等に言及し、物的に欠けている部分を繋ぐ必

要を強調した。②制度的連結性では、非関税措置（NTBs）の除去や基準の統一等を述べた。

特に 2015 年までに ASW を実現するために各国のシングルウインドウを実現することを強

調した。また ASEAN 航空市場や ASEAN 海運市場等を実現することも述べている。③人

的連結性に関しては、ASEAN 内の人の移動を拡大するために、ビザの緩和や相互認証協

定（MRAs）をより進めることを述べている。こうして ASEAN では、AEC の実現に向け

て、着実に行動が取られてきている。 

 

（４）ASEAN域内経済協力の成果 

これまでの域内経済協力の成果としては、例えば AFTA によって 1993 年から関税引き

下げが進められ、各国の域内関税率は大きく引き下げられてきた。2003 年 1 月には、先行

6 カ国で関税が 5 パーセント以下の自由貿易地域が確立され、「第 2ASEAN 協和宣言」か

らは AEC の柱の AFTA の確立も加速を迫られた。当初は各国が AFTA から除外してきた

自動車と自動車部品も、組み入れられてきた。最後まで自動車を AFTA に組み入れること

に反対していたマレーシアも、2004 年 1 月に AFTA に組み入れ、実際に 2007 年 1 月に自

動車関税を 5パーセント以下に引き下げた。 

2010 年 1 月には先行加盟 6 カ国で関税が撤廃され AFTA が完成した。先行 6 カ国では品

目ベースで 99.65 パーセントの関税が撤廃された。新規加盟 4 カ国においても、全品目の
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98.96パーセントで関税が 0～5パーセントとなった8。各国の AFTA の利用も大きく増加し、

たとえばタイの ASEAN 向け輸出（一部を除きほぼすべてで関税が無税のシンガポール向

けを除く）に占める AFTA の利用率は、2000 年の約 10 パーセント、2003 年の約 20 パー

セントから、2010 年には 38.4パーセントへと大きく拡大した。また 2010 年のタイの各国

向けの輸出に占める AFTA 利用率は、インドネシア向け輸出で 61.3パーセントへ、フィリ

ピン向け輸出で 55.9パーセントに達した9。 

域内経済協力によって国際分業と国際生産ネットワークの確立も支援された。輸入代替

産業として各国が保護してきた自動車産業においても、AFTA と AICO によって、日系を

中心に外資による国際分業と生産ネットワークの確立が支援されてきた。この点について

は、次節の第 3 節で述べる。また、ASEAN は東アジアの地域協力においても中心となっ

てきた。この点については、第 4節で述べる。 

 

３．ASEAN域内経済協力と日系企業の生産ネットワーク 

（１）ASEAN域内経済協力と自動車産業における生産ネットワーク形成 

本節では、これまで述べてきた ASEAN 域内経済協力の深化と関連して、日系企業が

ASEAN において確固たる生産ネットワークを築いてきていること、その生産ネットワー

クの構築が ASEAN の域内経済協力によって支援されてきたこと、今後その生産ネット

ワークの拡大が更に重要になってきていることを述べたい。 

ASEAN 諸国は、これまでも重要な生産基地と市場であり、日系企業は ASEAN 地域にお

いて生産ネットワークを構築してきた。自動車や電機･電子産業において生産ネットワーク

が構築されていたが、ASEAN 域内経済協力と生産ネットワーク構築の典型的な例は、自

動車産業である10。 

これまでの ASEAN の域内経済協力政策の中で、自動車部品補完は最も早くから着実に

実践されてきた。また自動車産業は、ASEAN 各国にとっても極めて重要な戦略産業と位

置付けられてきており、ASEAN 自動車産業において日系自動車メーカーの占める位置は

きわめて大きく、ASEAN は日本の自動車産業にとっても世界の最重要な生産・販売拠点

の一つである。ASEAN 市場の中で日系自動車メーカーのシェアは圧倒的であり、たとえ

ば最大のタイ市場で 90パーセント以上のシェアを占めてきた。 

 

（２）BBC・AICO・AFTAと自動車生産ネットワーク形成 

1988 年からの BBC スキームは、日系を中心とした自動車メーカーの ASEAN 大での部

品の集中生産と域内補完を大きく前進させた。BBC スキームは、特定の部品補完に関して、
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関税の 50 パーセント削減や国産化認定などの特典を与える政策であった。BBC スキーム

は、三菱自動車工業、トヨタ自動車、日産自動車等により実践されてきた。 

ASEAN は 1992 年には AFTA に合意し、1993 年から関税の引き下げを開始した。また

BBC スキームは、AFTA に対応して 1996 年 4 月の「AICO スキームに関する基本協定」を

基に、AICO へと発展した。AICO では、関税を 0～5パーセントにするなど恩典と対象が

大きく拡大した。 

2003 年の「第 2ASEAN 協和宣言」からは、AEC の柱である AFTA の確立も加速を迫ら

れ、当初は各国が AFTA から除外してきた自動車と自動車部品も、徐々に対象品目（IL）

に組み入れられてきた。また AFTA の関税率の引き下げとともに、AICO から AFTA への

切り換えが進められた。 

以上のように、ASEAN 域内経済協力政策である BBC、AICO、AFTA によって、自動車

産業の ASEAN 大の生産ネットワーク形成が支援されてきた。そして各社は、主要な部品

補完を基に、ASEAN 大での自動車生産を進めてきた。 

 

（３）ASEAN地域経済協力と IMVプロジェクト 

ASEAN 域内経済協力と自動車部品補完・生産ネットーク形成の典型的な例は、トヨタ

自動車の革新的国際多目的車（IMV）プロジェクトである11。IMV は、最初 2004 年 8 月に

タイで生産開始した、1 トン・ピックアップトラックベース車を部品調達から生産と輸出

まで各地域内で対応するプロジェクトである。日本にベースとなる車種を持たず、日本製

部品にほとんど頼らない。また生産の多くを輸出する。そしてこれまでの域内での部品の

集中生産と補完を基に、域内分業と現地調達を大幅に拡大し、多くの部品をタイと ASEAN

各国で生産している。 

トヨタ自動車は、これまで BBC スキームにはじまり ASEAN 域内経済協力スキームを利

用して、ASEAN 域内における主要部品の集中生産と補完による生産体制を構築してきた。

1990 年代に入り BBC スキームと AICO に支援されながら、インドネシア、マレーシア、

フィリピン、タイの ASEAN 各国にそれぞれ主要部品の生産工場を設置し、更に部品の相

互補完供給業務を統括するための会社をシンガポールに設置して、ASEAN 域内で主要部

品の集中生産と相互補完流通により生産を効率的に行ってきた。IMV における集中生産と

補完は、これまでのそれらをより発展させたものである。 

IMV の主要部品に関しては、ディーゼルエンジンをタイで、ガソリンエンジンをインド

ネシアで、マニュアルトランスミッションをフィリピンとインドで生産し補完している。

同時に世界各国へも輸出している。また完成車も、コンプリート・ノックダウン（CKD）
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を含めて ASEAN 域内で補完し、かつ世界各国へ輸出している（図 1 参照）。そして IMV

に関する ASEAN 域内補完に関しては、従来は AICO と AFTA であったが、現在は AFTA

を利用している。 

 

図1 トヨタ自動車IMVの主要な自動車・部品補完の概念図

◎PU ◎SUV

（マザー工場）

タ イ
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（出所）清水（2011a）、p．79。

（注）ヒアリングをもとに筆者作成。
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IMVプロジェクトは、トヨタ自動車の自動車と部品の集中生産と相互補完だけではなく、

一次部品メーカーの代表であるデンソーの部品の集中生産と相互補完をも拡大し、一次部

品メーカー、2次部品メーカーや素材メーカーを含め、ASEAN における重層的な生産ネッ

トワークを拡大してきている。 

ASEAN 域内経済協力と生産ネットワークから見ても、域内協力政策と企業の生産ネッ

トワーク構築の合致であり大きな成果と言える。BBC スキームに始まる、自動車部品の相

互補完の支援、ASEAN 大での生産の支援は ASEAN 域内経済協力の大きな特徴と成果で

あったが、それがより進められてきている。また ASEAN 内の生産の拡大や現地調達、技

術向上も促進されてきている。 

以上、ASEAN 域内経済協力と日系企業の生産ネットワーク構築の典型的な例の自動車

の例を見てきた。ASEAN では更に、カンボジア・ラオス・ミャンマー・ベトナムの CLMV

諸国の加盟により、生産ネットワークが CLMV 諸国・メコン諸国に拡大しようとしている。

それは ASEAN の域内格差是正にも大いに資するであろう。ASEAN の地域経済協力・統合

への協力が必要であり、その協力により更に生産ネットワーク構築が可能になるであろう。 
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４．東アジアの地域協力と ASEAN 

（１）東アジアの地域協力と ASEAN 

ASEAN は、東アジアの地域経済協力においても、中心となってきている（図 2参照）。 

 

３

インドネシア マレーシア
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タイ ブルネイ ベトナム

ラオス ミャンマー
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ＡＳＥＡＮ地域フォーラム

図2 ASEANを中心とする東アジアの地域協力枠組み

出所）筆者作成。

注）（ ）は自由貿易地域（構想を含む）である。
ＡＳＥＡＮ：東南アジア諸国連合、ＡＦＴＡ：ASEAN自由貿易地域、

ＥＡＦＴＡ：東アジア自由貿易地域、ＥＡＳ：東アジア首脳会議、
CEPEA：東アジア包括的経済連携、RCEP：東アジア地域包括的経済連携

ＡＰＥＣ：アジア太平洋経済協力、ＦＴＡＡＰ：アジア太平洋自由貿易地域。
下線は、環太平洋経済連携協定（TPP）交渉参加国。

ＥＡＳ

カナダ

ＡＳＥＡＮ拡大外相会議

 

 

東アジアにおいては、アジア経済危機とその対策を契機に、ASEAN+3 の枠組みをはじ

めとして地域経済協力が重層的・多層的に展開してきた。それが東アジアの地域経済協力

の特徴であるが、その中心は ASEAN である。ASEAN+3 協力枠組みは、アジア経済危機直

後の 1997 年 12 月の第 1 回 ASEAN+3 首脳会議が基点であり、2000 年 5 月には ASEAN+3

財務相会議においてチェンマイ・イニシアチブ（CMI）が合意された。広域の FTA に関し

ても 13 カ国による東アジア自由貿易地域（EAFTA）の確立へ向けて作業が進められた。 

2005 年からは、ASEAN+6 の東アジア首脳会議（EAS）も開催されてきた。参加国は

ASEAN10 カ国、日本、中国、韓国に加えて、インド、オーストラリア、ニュージーラン

ドの計 16 カ国であった。EAS はその後も毎年開催され、広域 FTA に関しても、2006 年の

第 2 回 EAS で 16 カ国による東アジア包括的経済（CEPEA）構想が合意された。 

東アジアにおいては、FTA も急速に展開してきた。その中でも ASEAN 中国自由貿易地

域（ACFTA）、ASEAN 日本包括的経済連携協定（AJCEP）、ASEAN 韓国 FTA（AKFTA）、

ASEAN インド FTA（AIFTA)など、ASEAN を中心とする ASEAN＋1 の FTA が中心である。
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2010 年には ASEAN とインドの FTA（AIFTA）、ASEAN とオーストラリア・ニュージーラ

ンドの FTA（AANZFTA）も発効し、ASEAN を中心とする FTA 網が、東アジアを覆って

きている。 

 

（２）ASEAN域内経済協力の東アジアへの拡大 

ASEAN においては、域内経済協力が、その政策的特徴ゆえに東アジアを含めより広域

の経済協力を求める。ASEAN 域内経済協力においては、発展のための資本の確保・市場

の確保が常に不可欠であり、同時に、自らの協力・統合のための域外からの資金確保も肝

要である。すなわち 1987 年からの集団的外資依存輸出指向工業化の側面を有している。そ

してこれらの要因から、東アジア地域協力を含めた広域な制度の整備や FTA の整備は不可

避である。 

ASEAN においては、これまで域内経済協力と同時に域外経済協力が展開し、域外経済

協力（対外経済共同アプローチ）に関して一貫して効果を上げてきた。域外経済協力は、

そもそも 1972 年の対 EC 通商交渉、1973 年の対日合成ゴム交渉以来の歴史を持つが、最

近ではその延長に、東アジア地域協力において重要な位置を確保している。たとえば東ア

ジアの地域協力においては、ASEAN が交渉の場を提供している。ASEAN 拡大外相会議、

ASEAN＋3 会議、EAS、ASEAN 地域フォーラム（ARF）に見られるように、東アジア地域

における交渉の「場」を ASEAN が提供し、自らのイニシアチブの獲得を実現してきた。

また ASEAN を巡る FTA 構築競争もこれらの会議の場を主要な舞台としてなされてきた。 

更に ASEAN 域内経済協力のルールが東アジアへ拡大してきていることも重要である。

たとえば、ASEAN スワップ協定（ASA）が、チェンマイ・イニシアチブ（CMI）として東

アジアへ拡大した。また、AFTA 原則が、ACFTA など ASEAN を軸とする FTA に展開して

きた。相互認証や基準認証等も ASEAN からはじめられている。更に、EAS の参加基準も

ASEAN 基準に基づくこととなった。この参加基準とは、ASEAN の対話国、東南アジア友

好協力条約（TAC）加盟、実質的な関係の三つの条件である。ASEAN憲章も、東アジア憲

章や東アジア共同体を方向付けする可能性がある12。こうして ASEAN の域内経済協力・統

合の深化と方向が、東アジア地域協力を方向付けてきている 。 

 

５．世界金融危機後の変化と ASEAN 

（１）世界金融危機後の ASEANと東アジア 

2008 年の世界金融危機後の構造変化は、ASEAN と東アジアに大きな転換を迫っている。

ASEAN にとっては、AEC の実現がより求められてきた。世界金融危機は、アジア経済危
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機から回復しその後発展を続けてきた ASEAN と東アジアの各国にとっても打撃となった。

危機の影響の中でも、最終需要を提供するアメリカ市場の停滞と世界需要の停滞は、輸出

指向の工業化を展開し最終財のアメリカへの輸出を発展の重要な基礎としてきた東アジア

諸国の発展・成長にとって、大きな制約要因となった。 

世界経済は新たな段階に入り、これまでのアメリカの過剰消費と金融的蓄積に基づいた

東アジアと世界経済の成長の構造は転換を迫られてきた。すなわち 1982 年以来のネオ・リ

ベラリズムの四半世紀の世界経済構造が転換を迫られているとも言える。そのような構造

変化の中で、新たな世界大の経済管理と地域的な経済管理が求められている。現在、WTO

による貿易自由化と経済管理の進展は困難であり、地域による貿易自由化と経済管理がよ

り不可避となってきている。 

ASEAN においては、アメリカやヨーロッパのような域外需要の確保とともに、ASEAN

や東アジアの需要に基づく発展を支援することが、これまで以上に強く要請されている。

ASEAN と東アジアは、他の地域に比較して世界金融危機からいち早く回復し、現在の世

界経済における主要な生産基地並びに中間財の市場であるとともに、成長による所得上昇

と巨大な人口により、主要な最終消費財市場になってきている。それゆえ、域外との地域

経済協力・FTA の構築とともに、ASEAN や東アジアにおける貿易自由化や円滑化が一層

必要なのである13。 

一方、世界金融危機後のアメリカにおいては、過剰消費と金融的蓄積に基づく内需型成

長の転換が迫られ、輸出を重要な成長の手段とすることとなった。主要な輸出目標は、世

界金融危機からいち早く回復し成長を続ける東アジアである。オバマ大統領は 2010 年 1

月に輸出倍増計画を打ち出し、アジア太平洋にまたがる環太平洋戦略的経済連携協定

（TPP）への参加を表明した。この計画の主要な輸出先は成長を続ける東アジアであり、

そのためにも TPP への参加が求められた。 

TPP は、原則関税撤廃という高い水準の自由化を目標とし、また物品貿易やサービス貿

易だけではなく、投資、競争、知的財産権、政府調達等の非関税分野を含み、更に新たな

分野である環境、労働、分野横断的事項等を含む包括的協定となる。2006 年に P4 として

発効した当初は 4 カ国による FTA にすぎなかったが、アメリカが参加を表明し、急速に大

きな意味を持つようになった。以上のような状況は、ASEAN と東アジアにも影響を与え

始めた。東アジアの需要と FTA を巡って競争が激しくなってきたのである。 

 

（２）2010年からの FTA構築の加速 

世界金融危機後の変化の中で、2010 年は ASEAN と東アジアの地域経済協力にとって画
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期となった。1 月に AFTA が先行 6 カ国で完成し、対象品目の関税が撤廃された。同時に、

ASEAN と中国、韓国、日本との ASEAN+1 の FTA網もほぼ完成し、ASEAN とインドとの

FTA、ASEAN とオーストラリア・ニュージーランドとの FTA も発効した。6 月には中国と

台湾との間で、経済協力枠組み協定（ECFA）が締結された。TPP にはアメリカ、オースト

ラリア、ペルー、ベトナムも加わり、2010 年 3 月に 8 カ国で交渉が開始された。更に 10

月にはマレーシアも交渉に加わり、交渉参加国は 9 カ国となった。 

2011 年 11 月には ASEAN と東アジアの地域協力を左右する重要な 2 つの会議が開催さ

れた。11 月 12-13 日のハワイでの APEC 首脳会議の際に、TPP に既に参加している 9 カ国

は TPP の大枠合意を結んだ。APEC に合わせて、日本は遂に TPP 交渉参加へ向けて関係国

と協議に入ることを表明した。カナダとメキシコも参加を表明し、TPP は東アジアとアジ

ア太平洋の地域協力に大きな影響を与え始めた。TPP へのアメリカの参加とともに、日本

の TPP への接近が、ASEAN と東アジアの地域経済協力の推進に向けて大きな加速圧力を

かけた。 

2011 年 11 月 17-19 日には、バリで ASEAN 首脳会議、ASEAN＋3 首脳会議、EAS 等が

開催された。ASEAN 首脳会議は、ASEAN 共同体構築に向けて努力することを確認し、ミャ

ンマーの 2014 年の ASEAN 議長国を承認した。また ASEAN は、これまでの EAFTA と

CEPEA、ASEAN＋1 の FTA の延長に、ASEAN を中心とする東アジアの FTA である東アジ

ア地域包括的経済連携（RCEP）を提案した。RCEP はその後、東アジアの広域 FTA とし

て確立に向けて急速に動き出すこととなった。 

一連の会議では、ASEAN 域外からの ASEAN 連結性の強化への一層の協力も表明された。

日本も、ASEAN の連結性強化等に 2 兆円規模の協力をすることを表明した。EAS では、

「ASEAN 連結性に関する首脳宣言」も発せられ、ASEAN の連結性の実現と AEC の構築

を、EAS 参加国全体で支援することが確認された。また一連の会議では、ASEAN 提案の

RCEP を推進することが表明された。EAS はこの会議からアメリカとロシアが加わり 18

カ国体制となり、東アジアの FTA を一層推進することとともに、海洋安保についても話し

合われた。オバマ大統領は、APEC 首脳会議に続いてアジア重視を強調した。中国は、日

本の TPP への接近の影響により、一連の会議で東アジアの地域協力を強く支持するように

なり、同時に北東アジアの日中韓の FTA 構築の加速を表明した。 

RCEP に関しては、2012 年 4 月の ASEAN 首脳会議で、11 月までに RCEP の交渉開始を

目指すことに合意し、2012 年 8 月には第 1 回の ASEAN＋FTAパートナーズ大臣会合が開

催された。第 1 回の ASEAN＋FTA パートナーズ大臣会合では、ASEAN10 カ国並びに

ASEAN の FTAパートナーである 6 カ国が集まり、16 カ国が RCEP を推進することに合意
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した14。同時に RCEP 交渉の目的と原則を示した「交渉の基本指針」をまとめた。「交渉の

基本指針」では、既存の ASEAN＋1 を上回る FTA を目指すことを述べた15。 

2012 年 11 月 6 日にはオバマ大統領が再選され、アメリカのアジア重視と TPP 推進の政

策が続けられることとなった。11 月 18 日からはプノンペンで第 21 回 ASEAN 首脳会議と

関連首脳会議が開催され、FTA に関しては 11 月 20 日の第 7 回 EAS において、2013 年の

早期に RCEP の交渉を開始することが合意された。東アジア広域の FTA が遂に実際に交渉

されることとなった。また同日には、日中韓の経済貿易相によって 2013 年に日中韓の FTA

の交渉を開始することも合意された。12 月 3 日からはオークランドで第 15 回 TPP 交渉会

議が開催され、初めてカナダとメキシコが参加し、TPP の交渉参加国は 11 カ国に拡大した。

こうして TPP 交渉が更に進められるとともに、RCEP と日中韓 FTA の交渉も開始されるこ

ととなった。 

世界金融危機後の変化は、ASEAN と東アジアの経済統合の実現を追い立てる。世界金

融危機後のアメリカの状況の変化は、対東アジア輸出の促進とともに、TPP への参加を促

した。更にアメリカを含めた TPP 構築の動きは、ASEAN による RCEP の提案にもつなが

り、AEC と ASEAN の経済統合の実現を更に追い立てることとなった。そして東アジア地

域協力の核でありつづけることも、一層求められるようになってきた。 

  

おわりに―ASEANの地域統合と日本― 

ASEAN は、世界経済の構造変化の下で 1976 年から域内経済協力を進め、現在は 2015

年の AEC の完成を目指している。ASEAN 域内経済協力は、着実な成果を上げてきた。ま

た生産ネットワーク構築の支援も行ってきた。同時に、東アジアの地域協力と FTA におい

ても ASEAN が中心となってきた。そして世界金融危機後の変化は、世界経済における

ASEAN の重要性を増すとともに、AEC の実現を追い立てることとなった。同時に東アジ

ア地域協力の核でありつづけることも、一層求められるようになってきた。 

ただし、ASEAN においては、現在においても各国の状況の違いがあり、依然いくつか

の統合への遠心力を抱えている。長年 ASEAN 統合の遠心力になっていたミャンマーの民

主化は進展してきた。しかし各国の政治の不安定、各国間政治対立、発展格差、各国の自

由貿易へのスタンスの違いがあり、南沙諸島を巡る各国の立場の違い、それにも関連する

各国の中国との関係の違いが、統合の遠心力となっている。南沙諸島を巡る各国の立場の

違いと、各国の中国との関係の違いは、ASEAN 統合に更に緊張を与える可能性がある。 

しかし ASEAN にとっては、中国やインドなどに対抗して発展するためにも、AEC の確

立と統合の深化が不可避である。同時に、東アジアの地域協力や経済統合においてイニシ
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アチブを握り続けることも肝要である。 

最後に、これまでの ASEAN の地域統合と AEC へ向けての展開の分析を踏まえて、今後

の日本と ASEAN の関係、日本の ASEAN への協力についても、いくつか考えてみたい。

それらは既に進められているものも多いが、更に協力が必要と考える。先ずは、AEC の目

標である「統合の深化」と「域内格差是正」に向けた協力を述べたい16。「統合の深化」に

向けた協力としては、第 1 に、ASEAN の統合の阻害要因の検討と解決への協力をあげた

い。ASEAN は、単一市場と単一生産基地になることを目標としている。ASEAN 大で生産

ネットワークを構築している日系企業からの視点で阻害要因を洗い出し、ASEAN に提示

することが重要である。たとえば、2008 年から毎年開催している ASEAN 事務総長と在

ASEAN 日本人商工会連合会との対話（FJCCIA）も、有益であろう。第 2 に、ASEAN にお

ける物流円滑化への支援である。AEC の目標である財の移動の自由化という点では、物流

円滑化への支援が重要である。特に、ASEAN が進める ASEAN シングル・ウインドウ（ASW）

へ向けての支援が必要である。第 3 に、ルール整備の協力も重要と考える。環境ルール、

安全ルール、知的財産権ルールなどの整備への協力である。 

「域内格差是正」に向けた協力としては、第 1 に、物流インフラ整備へ協力である。域

内格差の是正は、ASEAN 統合の主要な目標であり、日本に対する期待も大きいといえる。

とりわけ新規加盟国諸国が、ASEAN 先行加盟国と東アジアの生産ネットワークに参加で

きる環境整備のために、物流インフラ整備が必要である。第 2 に、統合のネガティブな影

響を受ける各国への技術人材育成、裾野産業などへの支援も考えられる。物流分野に限ら

ず、新規加盟国など経済統合によるネガティブな影響が懸念される諸国では、産業競争力

強化のための技術人材育成、裾野産業支援などの協力も期待されるであろう。 

ASEAN との関係においては、ASEAN が提案して進めている RCEP の実現に向けても協

力が必要である。RCEP は、これまで実現できなかった東アジア全体の FTA である。RCEP

においては、ASEAN を中心としながら共に東アジアの FTA を構築していくこと、その際

に日本には、RCEP をより水準の高い FTA とする役割が期待される。東アジアの FTA は、

日系企業の生産ネットワーク構築にとっても大変有益である。 

経済連携においては、現在、東アジアの FTA とアジア太平洋の FTA が同時に構築され

つつある中で、日本と ASEAN の関係強化がより重要となるであろう。東アジアの FTA と

アジア太平洋の FTA を連結させる役割も、日本に期待されるであろう。RCEP と TPP を連

結させる役割である。ただし、日本が TPP 交渉に参加しなければ、話は始まらない。TPP

に関しては、一刻も早く交渉に参加しなければならない。 

ASEAN との関係は、今後の東アジアの国際関係において、対中国との関係においてバ
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ランスを取るためにも重要であろう。対中国との関係においては、更に、日本と ASEAN

とアメリカとの関係の強化も必要になると考える。 

日本にとっては、ASEAN との関係強化が政治的にも経済的にも不可欠である。ASEAN

は、日本にとっても最重要なパートナーのひとつである。これまでの長期の良好な関係の

蓄積の上に不可欠である。安倍首相は、就任後初の外国訪問先として 2013 年 1 月にベトナ

ム、タイ、インドネシアを訪問し、ASEAN 重視を示した。今年 2013 年は、日本 ASEAN

友好協力 40 周年の記念の年でもある。日本は、ASEAN とより緊密な関係を築いていかな

ければならない。 
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